
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
：
６
．
５

最
大
震
度
：
７
（
益
城
町
）

熊
本
市
内
震
度
：
６
弱
（
東
区
、
西
区
、
南
区
）

５
強
（
中
央
区
、
北
区
）

前
震
（2
01
6年
4月
14
日
2
1
：2
6）

（出
典
）気
象
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

3

マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
：
７
．
３

最
大
震
度
：
７
（
益
城
町
、
西
原
村
）

熊
本
市
内
震
度
：
６
強
（
中
央
区
、
東
区
、
西
区
）

６
弱
（
南
区
、
北
区
）

本
震
（
20
16
年
4月
16
日
1
：
2
5）

平
成
28
年
熊
本
地
震
の
概
要
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被
害
状
況

●
人
的
被
害
※

死
者

85
人
（直
接
死
6人
関
連
死
79
人
）

重
傷
者

76
8人
（重
度
の
障
が
い
者
5人
を
含
む
）

●
住
家
被
害
（り
災
証
明
書
交
付
件
数
）※

全
壊
大
規
模
半
壊

半
壊
一
部
損
壊

●
宅
地
被
害
の
状
況
（推
計
）

が
け
崩
れ
被
害
戸
数

（造
成
宅
地
変
状
箇
所
内
の
箇
所
を
含
む
）

液
状
化
被
害
戸
数

計

※
 平
成
30
年
3月
31
日
現
在

東
区
沼
山
津

◆
建
物
倒
壊

5,
76
3件
8,
95
2件

38
,8
67
件

81
,9
07
件

4

約
4,
30
0戸

約
2,
90
0戸

約
7,
20
0戸

南
区
近
見
地
区

◆
液
状
化
箇
所

東
区
戸
島
町

◆
東
部
環
境
工
場
ダ
ク
ト
類
破
損
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災
害
廃
棄
物
の
発
生
量

種
類

発
生
量
（
推
計
）

備
考

コ
ン
ク
リ
ー
ト
類

７
３
０
，
０
０
０
ｔ
セ
メ
ン
ト
瓦
含
む

木
く
ず

１５
４
，
０
０
０
ｔ
家
具
類
含
む

瓦
く
ず

６
０
，
０
０
０
ｔ
焼
き
瓦

金
属
く
ず

４
１，
０
０
０
ｔ
ア
ル
ミ
サ
ッ
シ
等

混
合
ガ
レ
キ

４
９
２
，
０
０
０
ｔ
廃
石
膏
ボ
ー
ド
、
土
砂
混
じ
り

解
体
残
さ
等

そ
の
他

２
，
０
０
０
ｔ
可
燃
物
、
畳
、
家
電
４
品
目
、

処
理
困
難
物
等

合
計

１，
４
７
９
，
０
０
０
ｔ

今
後
、
損
壊
家
屋
等
の
解
体
・撤
去
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
災
害
廃
棄
物
処
理
の
各
過
程
に
お
い
て
災
害
廃
棄
物
の
量
及

び
質
に
係
る
精
査
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
、
災
害
廃
棄
物
の
推
計
量
に
つ
い
て
変
動
し
う
る
こ
と
に
留
意
。

平
成
2９
年
３
月
末
時
点
の
情
報
を
基
に
、
解
体
件
数
を
約
１３
，
９
０
０
件
と
想
定
し
、
災

害
廃
棄
物
の
発
生
量
を
推
計

5
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6

管
理
型
埋
立

石
膏
ボ
ー
ド
の
処
理
状
況

u
発
生
量
（
Ｈ
３
０
．
３
末
現
在
）
２
６
，
３
０
４
ｔ

こ
れ
ら
の
う
ち
、
約
26
,0
00
ｔが
埋
立
処
分
さ
れ
た

こ
れ
は
、
熊
本
市
の
1年
間
の
家
庭
ご
み
埋
立
量

（
約
2
8,
00
0ｔ
）
に
匹
敵
す
る

u
今
回
の
地
震
で
リ
サ
イ
ク
ル
さ
れ

た
廃
石
膏
ボ
ー
ド

約
34
ｔ（
全
体
の
0.
1％
）
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Ø
そ
も
そ
も
、
廃
石
膏
ボ
ー
ド
の
破
砕
施
設
は
、
家
屋
解
体
あ
る
い
は
新
築
に
伴
い
発
生
す
る
産
業

廃
棄
物
を
想
定
し
て
お
り
、
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
許
可
を
出
し
て
い
る
自
治
体
は
少
な
い
の

が
現
状
で
あ
る
。

Ø
ま
た
、
廃
石
膏
ボ
ー
ド
の
破
砕
施
設
は
、
廃
棄
物
処
理
法
第
1
5
条
の
許
可
対
象
施
設
に
該
当
し
な

い
た
め
、
同
法
第
1
5
条
の
2
の
5
第
2
項
の
規
定
に
基
づ
く
特
例
は
適
用
さ
れ
な
い
。

7

具
体
的
な
支
障
例
①

廃
棄
物
処
理
法
第
1
5
条
の
2
の
5
第
2
項
に
規
定
す
る
特
例
・・
・・
・

廃
石
膏
ボ
ー
ド
（
ガ
ラ
ス
く
ず
）
の
破
砕
施
設
は
、
廃
棄
物
処
理
法
の
特
例
が
使
え
な
か
っ
た
た
め
、
再
資
源
化

が
可
能
な
廃
石
膏
ボ
ー
ド
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
埋
立
処
分
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。

そ
れ
で
は
、
災
害
廃
棄
物
（一
般
廃
棄
物
）で
あ
る
廃
石
膏
ボ
ー
ド
を
処
理
す
る
た
め
に
は
．
．
．

(産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
者
に
係
る
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
に
つ
い
て
の
特
例
)

第
１
５
条
の
２
の
５
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
者
は
、
当
該
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
に
お
い
て
処
理
す
る
産
業
廃
棄
物
と
同
様
の
性
状
を

有
す
る
一
般
廃
棄
物
と
し
て
環
境
省
令
で
定
め
る
も
の
を
そ
の
処
理
施
設
に
お
い
て
処
理
す
る
場
合
に
お
い
て
、
あ
ら
か
じ
め
、
環
境
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
処
理
施
設
に
お
い
て
処
理
す
る
一
般
廃
棄
物
の
種
類
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出

た
と
き
は
、
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
許
可
を
受
け
な
い
で
、
そ
の
処
理
施
設
を
当
該
一
般
廃
棄
物
を
処
理
す
る
一
般
廃

棄
物
処
理
施
設
と
し
て
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
同
項
の
廃
棄
物
を
処
理
す
る
と
き
は
、
同
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
そ
の
処
理
を
開
始
し
た
後
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
及
び
同
項
に
規
定
す
る
事
項
を
届
け
出
る
こ
と
を
も
つ
て
足
り
る
。

廃
棄
物
処
理
法
第
1
5
条
の
2の
5
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8

具
体
的
な
支
障
例
②

Ø
非
常
災
害
に
係
る
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
特
例
を
受
け
る
た
め
に
は
、
当
該
一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
を
設
置
す
る
場
所
の
自
治
体
が
、
法
第
9
条
の
3
の
3
に
基
づ
く
条
例
を
定
め
て
お
く
必
要
が

あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
条
例
を
定
め
て
い
る
自
治
体
は
少
な
く
、
熊
本
地
震
の
よ
う
に
広
域
で
処
理

す
る
場
合
、
受
け
入
れ
先
の
自
治
体
に
条
例
が
な
い
場
合
、
こ
の
特
例
は
使
え
な
い
。

【
法
第
9
条
の
3
の
3
に
基
づ
く
条
例
を
制
定
し
て
い
る
自
治
体
】

（
平
成
2
7
年
度
現
在
条
例
改
正
済
は
横
浜
市
、
静
岡
市
、
広
島
市
の
3
市
、
改
正
予
定
は
函
館
市
、
金
沢
市
、
岐
阜
市
の
3
市
）

※
熊
本
市
は
平
成
２
８
年
度
に
条
例
改
正
済
み
。

廃
棄
物
処
理
法
第
9
条
の
3
の
3
に
規
定
す
る
特
例
・・
・・
・・

(非
常
災
害
に
係
る
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
の
特
例
)

第
９
条
の
３
の
３
市
町
村
か
ら
非
常
災
害
に
よ
り
生
じ
た
廃
棄
物
の
処
分
の
委
託
を
受
け
た
者
は
、
当
該
処
分
を
行
う
た
め
の
一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
(一
般
廃
棄
物
の
最
終
処
分
場
で
あ
る
も
の
を
除
く
。
)を
設
置
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
環
境
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
及
び
当
該
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
周
辺
地

域
の
生
活
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
同
項
に
規
定
す
る
第
八
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
作
成
す
る
に

当
た
つ
て
は
、
政
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前
項
に
規
定
す
る
調
査
の
結
果
を
記
載
し
た
書
類
を
公
衆
の
縦

覧
に
供
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
置
に
関
し
利
害
関
係
を
有
す
る
者
は
、
政
令
で
定
め

る
事
項
に
つ
い
て
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
に
対
し
、
生
活
環
境
の
保
全
上
の
見
地
か
ら
意
見
書
を
提
出
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

３
（
略
）

廃
棄
物
処
理
法
第
9
条
の
3の
3
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一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
の
設
置
許
可

が
必
要
【
法
第

8条
】

一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
の
設
置
許
可

不
要

処
理
能
力
が

5ｔ
/日
未
満

一
般
廃
棄
物
処
理
施

設
の
設
置
許
可
必
要

【
法
第

8条
第

1項
】

一
般
廃
棄
物
処
理
施

設
の
設
置
許
可
不
要

産
業
廃
棄
物
処
理
施

設
の
設
置
許
可
必
要

【
法
第

15
条
第

1項
】

産
業
廃
棄
物
処
理
施

設
の
設
置
許
可
不
要

一
般
廃
棄
物

産
業
廃
棄
物

非
常
災
害
に
係
る
一
般
廃

棄
物
処
理
施
設
の
特
例

【
法
第

9条
の

3の
3】

※
た
だ
し
、
施
設
設
置
場

所
の
自
治
体
に
条
例
必
要

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の

設
置
者
に
係
る
一
般
廃
棄

物
処
理
施
設
の
設
置
に
つ

い
て
の
特
例

【
法
第

15
条
の

2の
5第

2項
】

【
法
】
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

【
政
令
】
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
令

【
政
令
第
７
条
】
法
第
１
５
条
第
１
項
に
基
づ
く
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
を
定
め
た
政
令

処
理
能
力
が

5ｔ
/日
を
超
え
る

処
理
能
力
が

5ｔ
/日
未
満

政
令
第

7条
に

該
当
す
る

政
令
第

7条
に

該
当
し
な
い

処
理
能
力
が

5ｔ
/日
を
超
え
る

【
政
令
第

5条
第

1項
】

特
例
な
し

特
例
な
し

廃
石
膏
ボ
ー
ド
の
破
砕
施
設

廃
棄
物
処
理
施
設
の
種
類
と
特
例
措
置
の
関
係
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10

最
終
処
分
場
の
容
量
に
は
限
り
が
あ
る

Ø
法
第
2
条
の
3
第
2
項
で
は
「
非
常
災
害
に
よ
る
生
じ
た
廃
棄
物
は
、
当
該
廃
棄
物
の
発

生
量
が
著
し
く
多
量
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
（
中
略
）
分
別
、
再
生
利
用
等
に
よ
る
そ

の
減
量
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
適
切
な
配
慮
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
と
あ
る

が
、
大
規
模
地
震
災
害
の
場
合
、
多
く
の
家
屋
が
倒
壊
す
る
蓋
然
性
が
高
い
た
め
、
石

膏
ボ
ー
ド
や
木
く
ず
は
特
に
多
量
に
発
生
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

Ø
廃
石
膏
ボ
ー
ド
を
最
終
処
分
す
る
場
合
、
条
件
に
よ
っ
て
は
硫
化
水
素
が
発
生
す
る
こ

と
が
あ
る
点
か
ら
も
、
リ
サ
イ
ク
ル
可
能
な
施
設
に
お
い
て
速
や
か
に
再
資
源
化
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
。

中
間
処
理
イ
メ
ー
ジ

管
理
型
最
終
処
分
場

災
害
廃
棄
物
も
可
能
な
限
り
再
資
源
化
を
図
る
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本
来
的
に
は
、
災
害
時
に
は
自
治
体
の
適
正
な
判
断
の
も
と
で
、
全
て
の

「
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
許
可
対
象
以
外
の
処
理
施
設
」
が
特
例
の
対
象

と
な
る
こ
と
を
望
む
が
、
過
去
の
被
災
経
験
か
ら
特
に
制
度
の
支
障
を
感

じ
た
廃
棄
物
（
廃
石
膏
ボ
ー
ド
）
に
つ
い
て
提
案
す
る
も
の
で
す
。

11

提
案
の
内
容
と
効
果

災
害
時
に
大
量
発
生
す
る
廃
石
膏
ボ
ー
ド
の
処
理
に
つ
い
て
、
「
産
業
廃

棄
物
の
許
可
対
象
以
外
の
施
設
」
で
も
応
急
的
に
処
理
を
可
能
と
す
る

特
例
措
置
を
設
け
る
。

災
害
廃
棄
物
処
理
の
迅
速
化
が
図
ら
れ
、
再

資
源
化
を
促
進
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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教
員
免
許
に
係
る
制
度
の
見
直
し

平
成
3
0
年
７
月
６
日

長
野
県

76

重点番号46：教員免許に係る制度の見直し（長野県）



１
-１
．
教
員
免
許
更
新
制
の
概
要

1

○
導
入
平
成
21
年
４
月

○
目
的
教
員
と
し
て
必
要
な
資
質
能
力
が
保
持

さ
れ
る
よ
う
、
定
期
的
に
最
新
の
知
識

技
能
を
身
に
付
け
、
社
会
の
尊
敬
と
信

頼
を
得
る
こ
と
を
目
指
す
。

○
課
題
新
免
許
状
所
持
者
と
旧
免
許
状
所
持
者

の
取
扱
い
に
違
い
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１
-２
．
教
員
免
許
更
新
制
の
概
要

2

区
分
等

旧
免
許
状
所
持
者

新
免
許
状
所
持
者

免
許
状
の
取
得
時
期
H
21
.3
.3
1以
前
に
免
許
状
を
取
得

※
H
21
.4
.1
以
降
に
追
加
取
得
し
て
も
旧
免
許
H
21
.4
.1
以
降
に
初
め
て
免
許
状
を
取
得

免
許
状
の
有
効
期
間

（
修
了
確
認
期
限
）
生
年
月
日
に
よ
り
区
分
さ
れ
た
修
了
確
認
期
限
を
規

定
免
許
状
授
与
に
必
要
な
資
格
取
得
日
の
10
年
後
の

年
度
末
が
有
効
期
間

有
効
期
間
（
修
了
確
認

期
限
）
の
記
載

免
許
状
に
修
了
確
認
期
限
の
記
載
な
し

免
許
状
に
有
効
期
間
の
記
載
あ
り

有
効
期
間
（
修
了
確
認

期
限
）
の
延
期

可
能
※
休
職
者
、
免
許
状
追
加
取
得
者
等
が
対
象

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

可
能
※
休
職
者
等
対
象
（
免
許
状
追
加
取
得
者
非
対
象
）

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

複
数
の
免
許
状
所
持
の

場
合
の
有
効
期
間

（
修
了
確
認
期
限
）

直
近
の
免
許
状
の
授
与
日
か
ら
10
年
後
ま
で
、
修

了
確
認
期
限
の
延
期
が
可
能

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

※
更
新
講
習
の
受
講
義
務
者
に
限
る

※
生
年
月
日
に
よ
り
規
定
さ
れ
た
修
了
確
認
期
限
と

異
な
る

最
も
遅
く
満
了
す
る
免
許
状
の
有
効
期
間
に
統
一
さ

れ
る
（
追
加
取
得
し
た
最
新
の
免
許
状
の
有
効
期
間

に
統
一
）

※
自
動
的
に
統
一

免
許
状
の
失
効

申
請
期
限
ま
で
に
手
続
き
が
終
了
し
な
い
現
職
教
員

の
免
許
は
失
効

※
手
続
き
が
終
了
し
な
い
現
職
教
員
以
外
の
者
の
免

許
状
は
「
休
眠
状
態
」
。
更
新
講
習
受
講
後
、
回

復
申
請
に
よ
り
有
効
な
免
許
状
に
。

申
請
期
限
ま
で
に
手
続
き
が
終
了
し
な
い
全
て
の
者

の
免
許
は
失
効

○
新
旧
免
許
状
の
違
い

78



２
-１
．
支
障
事
例

3

新
免
許
状
と
旧
免
許
状
の
２
制
度

現
場
の
教
員

が
混
乱

制
度
が
複
雑

自
分
は

新
免
許
？

旧
免
許
？

免
許
の
期
限

っ
て
い
つ
？

更
新
手
続
き

し
な
か
っ
た

79



２
-２
．
支
障
事
例

4

そ
の
結
果
・
・
・

全
国
で

9
1,
9
87
名
の
う
ち
20
1
名
が
免
許
失
効

【
文
部
科
学
省
統
計
】
H
2
9
.
3
末
全
国
現
職
教
員
の
更
新
状
況

公
立
学
校
現
職
教
員
９
名
が
失
職

（
H
2
9
.
1
～
6
各
県
Ｈ
Ｐ
公
表
）

・
教
員
は
無
職
に

・
生
徒
や
学
校
に
多
大
な
影
響
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２
-３
．
支
障
事
例

5

学
校
運
営
に
影
響
を
与
え
な
い
た
め
に
は
・
・
・

そ
こ
で
、
長
野
県
で
は
・
・
・

教
員
の
免
許
更
新
時
期
を
把
握
せ
ざ
る
を
得
な
い

免
許
更
新
状
況
調
査
を
毎
年
実
施

81



２
-４
．
支
障
事
例

6

教
育
委
員
会
、
学
校
と
も
大
き
な
負
担
に

○
対
象
：
県
内
全
て
の
国
公
私
立
幼
・
小
・
中
・
高
の
現
職
教
員

○
対
象
数
：
約
1
7
,
0
0
0
人
（
約
1
,
6
0
0
人
/
年
）

○
調
査
回
数
：
年
３
回

○
調
査
方
法
：
管
理
職
が
教
員
に
聞
き
取
り
調
査

①
当
該
年
度
の
更
新
対
象
者
か

②
更
新
講
習
を
受
講
し
た
か
、

③
更
新
申
請
を
行
な
っ
た
か
等

免
許
更
新
状
況
調
査
と
は
・
・
・
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２
-５
．
支
障
事
例

7

こ
れ
も
教
育
委
員
会
、
学
校
に
大
き
な
負
担

○
対
象
：
全
て
の
国
公
私
立
幼
・
小
・
中
・
高
の
現
職
教
員

○
対
象
数
：
約
1
7
,
0
0
0
人
（
長
野
県
内
分
）

○
調
査
方
法
：
①
対
象
者
が
保
有
す
る
全
て
の
免
許
状
を
確
認

②
対
象
者
の
全
免
許
状
デ
ー
タ
を
括
り
付
け

③
対
象
者
毎
の
全
免
許
状
デ
ー
タ
リ
ス
ト
を
配
布

H
29
全
国
的
に
保
有
者
情
報
整
備
を
実
施

今
後
も
新
規
採
用
者
を
対
象
に
整
備
を
実
施
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２
-６
．
支
障
事
例

8

失
職
事
例
：
長
野
県
公
立
学
校
教
員
Ａ
の
場
合
①

Ａ
、
免
許
状
を
追
加
取
得
（
旧
免
許
状
）

免
許
が
自
動
的
に
更
新
さ
れ
た
と
誤
認

免
許
更
新
状
況
調
査
を
実
施

Ａ
、
管
理
職
に
更
新
手
続
き
済
と
回
答

年
度
末
、
修
了
確
認
期
限
到
来

Ａ
、
他
校
へ
異
動

84



２
-７
．
支
障
事
例

9

区
分
等

旧
免
許
状
所
持
者

新
免
許
状
所
持
者

免
許
状
の
取
得
時
期
H
21
.3
.3
1以
前
に
免
許
状
を
取
得

※
H
21
.4
.1
以
降
に
追
加
取
得
し
て
も
旧
免
許
H
21
.4
.1
以
降
に
初
め
て
免
許
状
を
取
得

免
許
状
の
有
効
期
間

（
修
了
確
認
期
限
）
生
年
月
日
に
よ
り
区
分
さ
れ
た
修
了
確
認
期
限
を
規

定
免
許
状
授
与
に
必
要
な
資
格
取
得
日
の
10
年
後
の

年
度
末
が
有
効
期
間

有
効
期
間
（
修
了
確
認

期
限
）
の
記
載

免
許
状
に
修
了
確
認
期
限
の
記
載
な
し

免
許
状
に
有
効
期
間
の
記
載
あ
り

有
効
期
間
（
修
了
確
認

期
限
）
の
延
期

可
能
※
休
職
者
、
免
許
状
追
加
取
得
者
等
が
対
象

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

可
能
※
休
職
者
等
対
象
（
免
許
状
追
加
取
得
者
非
対
象
）

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

複
数
の
免
許
状
所
持
の

場
合
の
有
効
期
間

（
修
了
確
認
期
限
）

直
近
の
免
許
状
の
授
与
日
か
ら
10
年
後
ま
で
、
修

了
確
認
期
限
の
延
期
が
可
能

※
申
請
に
よ
る
（
自
動
延
期
さ
れ
な
い
）

※
更
新
講
習
の
受
講
義
務
者
に
限
る

※
生
年
月
日
に
よ
り
規
定
さ
れ
た
修
了
確
認
期
限
と

異
な
る

最
も
遅
く
満
了
す
る
免
許
状
の
有
効
期
間
に
統
一
さ

れ
る
（
追
加
取
得
し
た
最
新
の
免
許
状
の
有
効
期
間

に
統
一
）

※
自
動
的
に
統
一

免
許
状
の
失
効

申
請
期
限
ま
で
に
手
続
き
が
終
了
し
な
い
現
職
教
員

の
免
許
は
失
効

※
手
続
き
が
終
了
し
な
い
現
職
教
員
以
外
の
者
の
免

許
状
は
「
休
眠
状
態
」
。
更
新
講
習
受
講
後
、
回

復
申
請
に
よ
り
有
効
な
免
許
状
に
。

申
請
期
限
ま
で
に
手
続
き
が
終
了
し
な
い
全
て
の
者

の
免
許
は
失
効

○
新
旧
免
許
状
の
違
い
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２
-８
．
支
障
事
例

10

失
職
事
例
：
長
野
県
公
立
学
校
教
員
Ａ
の
場
合
②

翌
年
、
免
許
更
新
状
況
調
査
を
実
施

Ａ
の
更
新
手
続
き
未
了
が
発
覚

Ａ
、
失
職
（
公
務
員
の
身
分
失
う
）

代
替
教
員
に
よ
り
授
業
を
実
施

Ａ
、
更
新
講
習
受
講
後
、
免
許
を
回
復
後
、

臨
時
的
任
用
職
員
と
し
て
勤
務

教
員
採
用
試
験
に
挑
戦
中
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３
-１
．
提
案
事
項
と
期
待
さ
れ
る
効
果
①

11

新
旧
免
許
状
ほ
ぼ
同
様
の
制
度
と
な
る

制
度
誤
認
が
な
く
な
り
、
免
許
状
失
効
者
が
減
少

・
生
徒
や
学
校
へ
の
悪
影
響
が
軽
減

・
教
育
委
員
会
や
学
校
に
よ
る
教
員
の
免
許
更
新

時
期
の
把
握
作
業
が
軽
減
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３
-２
．
提
案
事
項
と
期
待
さ
れ
る
効
果
②

12

免
許
所
持
者
、
学
校
、
教
育
委
員
会
が
有
効
期
間
を
把
握

免
許
失
効
が
減
少

・
生
徒
や
学
校
へ
の
悪
影
響
が
軽
減

・
教
育
委
員
会
や
学
校
に
よ
る
教
員
の
免
許
更
新

時
期
の
把
握
作
業
が
軽
減
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指
定
都
市

に
お
け
る
人

事
委

員
会

の
必
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の

見
直
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（
人

事
委

員
会

の
採

用
試
験

等
に
関
す
る

権
限

を
任

命
権

者
の

権
限

と
す
る
も
の
）

神
戸

市
企

画
調

整
局

89

重点番号49：指定都市における人事委員会の必置の見直し（神戸市）
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